
(単位　円)

資産の部

科　　　　　目 本 年 度 末 前 年 度 末 増　　　減

固定資産 20,408,676,679 20,596,546,979 △ 187,870,300

   有形固定資産 17,774,983,594 17,890,581,330 △ 115,597,736

       土地 1,105,853,478 1,105,853,478 0

       建物 10,162,982,963 10,555,486,305 △ 392,503,342

       その他の有形固定資産 6,506,147,153 6,229,241,547 276,905,606

   特定資産 1,731,634,135 1,814,303,927 △ 82,669,792

   その他の固定資産 902,058,950 891,661,722 10,397,228

流動資産 3,541,482,924 2,622,549,309 918,933,615

       現金預金 3,248,253,297 2,392,958,694 855,294,603

       その他の流動資産 293,229,627 229,590,615 63,639,012

資産の部合計 23,950,159,603 23,219,096,288 731,063,315

負債の部

科　　　　　目 本 年 度 末 前 年 度 末 増　　　減

固定負債 2,656,067,162 3,284,523,336 △ 628,456,174

       長期借入金 1,642,736,000 2,245,902,000 △ 603,166,000

       その他の固定負債 1,013,331,162 1,038,621,336 △ 25,290,174

流動負債 1,644,308,654 1,094,675,333 549,633,321

       短期借入金 603,166,000 103,306,000 499,860,000

       その他の流動負債 1,041,142,654 991,369,333 49,773,321

負債の部合計 4,300,375,816 4,379,198,669 △ 78,822,853

純資産の部

科　　　　　目 本 年 度 末 前 年 度 末 増　　　減

基本金 28,485,686,947 27,857,369,751 628,317,196

       第１号基本金 28,021,686,947 27,393,369,751 628,317,196

       第３号基本金 100,000,000 100,000,000 0

       第４号基本金 364,000,000 364,000,000 0

繰越収支差額 △ 8,835,903,160 △ 9,017,472,132 181,568,972

       翌年度繰越収支差額 △ 8,835,903,160 △ 9,017,472,132 181,568,972

純資産の部合計 19,649,783,787 18,839,897,619 809,886,168

負債及び純資産の部合計 23,950,159,603 23,219,096,288 731,063,315

注記

1.重要な会計方針

(1)引当金の計上基準

徴収不能引当金

退職給与引当金

貸　借　対　照　表
平成30年3月31日現在

大学等の教職員に係る退職給与引当金については、退職金の支給に備えるため、期末要支給額1,120,575,350円の100％
を基にして､私立大学退職金財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入れ調整額を加減した金額､幼稚園の教
職員に係る退職給与引当金については､期末要支給額26,033,800円から京都府私学退職金財団からの交付金相当額を控除
した金額の100％との合計額を計上している。保育園の職員に係る退職給与引当金については､期末要支給額の100％を計
上する。

金銭債権の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能額を計上している。

本学園の会計は学校法人会計基準(昭和46年4月1日文部省令第18号)に従い、収支計算書および貸借対照表を
作成しております。同会計基準による様式は、補助金交付の観点からの表示区分となっています。



(2)その他の重要な会計方針

有価証券の評価基準及び評価方法

預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

教育研究活動に付随する活動に係る収支の表示方法

2.重要な会計方針の変更等 なし

3.減価償却額の累計額の合計額 11,986,997,383 円

4.徴収不能引当金の合計額 2,740,420 円

5.担保に供されている資産の種類及び額 土地　　　146,966,697 円

建物　　2,375,197,640 円

6.翌会計年度以降の会計年度において基本金へ組入れを行うこととなる金額 1,745,902,000 円

7.当該会計年度の末日において第4号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

補助活動に係る収支は総額で表示している。

・満期保有目的有価証券の評価基準は償却原価法である。
・有価証券の評価基準及び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。

第4号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

預り金その他経過項目に係る収入と支出は相殺して表示している。


